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はじめに	 
	 
環境問題に対する地域的な取り組みの重
要性が叫ばれながら、しかし、実際にはう
まくいっていない場合が多い。これは、地
域の様々な主体の間の利害調整には持続性、
公平性、効率性についての共通の認識を地
域内で持つ必要があるが、このような共通
認識にたどり着くことが困難であるためで
ある。また、「政府の失敗」と「市場の失敗」
を超える政策機構が欠落していることも、
地域環境の問題への取り組みが難航する原
因となっている。この問題意識に基づいて、
この難局を打開するアプローチにおいて
「生態補償」と「地域生活」が新しい論点
として注目されている。「生態補償」に関す
る先行研究は主に国内地域を視野に、実証
的には制度の設計と整備に、理論的には、
「効率性」を強調する新古典派の理論を用
いて原理とメカニズムの解釈に力を注いで
進められている。それに対して、筆者は「国
際生態補償」の概念を提起し、新古典派を
超えてその基本原理と共通価値の創出・実
現のメカニズムと課題を試論していた1。
「地域生活」に関して、2009 年度に発足し
た富山大学地域生活研究会が「『地域生活学』
の創出のための学際的共同研究」を開拓し
て学際的に進めている。筆者は当該研究会
の一メンバーとして環境経済学の分野から
「富山地域を東アジア圏域に位置づけて、
地域循環圏を調査し、調和型循環社会の構
築を考究する」というテーマを担当してい
る。主な研究作業は、循環社会のフラクタ
ル構造と人間－生態系の協働体をキーワー
ドに本研究の研究枠組み2の整理とその東
アジア地域への具現化3である。本稿は、こ
れまでの研究成果を反映しながら、地域環
境問題に関わる主体間の利益調整に適応す
                                                   
1	 龍世祥 2009.「国際生態補償について」『富
大経済論集』第 55 巻第 2 号。	 
2	 龍世祥 2010. 「地域共生のフラクタル構造
と協働体」『地域生活学研究』（富大地域生活
研究会）第１号。 
3	 龍世祥 2011.「『東アジア環海生態系』にお
ける循環社会構造の変容」前掲誌、第 2 号。 
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  べき共通認識を理解するために「地域生活
者」と「地域生態補償」をキーワードに循
環社会論の視点から「地域生活学」の基本
概念を試論する。	 
	 
１．循環地域	 
	 
「地域」の定義が地理学の分野において
本格に、「地域」の応用が地理学以外の分野
において広範に行われる。「地域」の理解は、
ある土地に固着する要素を基準に「一定の
限られた土地（地）の空間的範囲（域）の
こと」4という地理学の性質を共通に含んで
いるが多様にされている。それらの理解は
環境政策の視点から次のように大別できる
5。第１は、政策の根源的対象を視座にみる
場合、「地域」は地表圏の一部として気圏・
生物圏・人類圏・水圏・岩圏の「さまざま
な要素からなる複合体」であり、いわば自
然的空間を強調する“Landschaft”論の概
念となる。第２は、政策の目的を視座に見
る場合、「地域」は「何らかの意味での一体
性をもつ地表の広がり（範囲）」においてあ
る公共性に関わる血縁性、地縁性、連帯性
などがカテゴリーになって成立する、言わ
ば自然的空間と人間的空間に介している空
間の公共性指標を強調する“Region”論の
概念となる。それらの一般地理学に属する
「等質地域」論に対して、第３には、異質
を持つ「等質地域」からなる「連結地域」
を提起したのは中心地理論6がある。応用地
                                                   
4 龍世祥 2002.『循環社会論』晃洋書房、p.130。 
5	 第１と第２については前掲龍世祥2010を参
照。	 
6 Christaller, Walter 著、江沢譲爾訳 1969.『立
地論研究』大明堂。 
 Lösch, August 著、篠原泰三訳 1991.『レッシ
理学の「地域」はこの理解に分類できる。
つまり政策の主体を視座にみる場合、「地域」
は、行政・政治の地理区分を対照軸にして
人間社会の活動と組織の立地性、力学関係
などがカテゴリーになって成立する、言わ
ば人間的空間を強調する“Place”論7の概
念となる。第４には、共通性を強調する等
質地域論と異質性を強調する連結地域論を
統合しようとするものとして“System”論8
がある。第５には、これらの欧米発の代表
的地域論が後進のアジア発の地域論に受容
され、拡張されている。例えば、木内説9と
水津説10では、「地域」は「空間的には人間
と自然との高次に複合的、かつ実質的な内
容をもった具体的な拡がりをもつものと規
定でき、時間的にはその時々の歴史的所産
としての実質的な意味をもった空間として」
規定される11。ここではこれを人間と自然を
実質的に統合しようとする“Space”（空間）
論の概念にしたい。	 
この吟味からわかるように、「地域」の形
成には先行した地域論を受容しながら拡張
している傾向が現れ、循環社会のような統
合的視点から地域を理解することが地域環
                                                                       
ュ経済立地論』大明堂。 
7 前掲文献の龍世祥「地域共生のフラクタル
構造と協働体」では「Governance」論とした
が、ここでは中心地理論に Place がよく使わ
れることでそれを修正。 
8 Berry, B. J. L. 1964, “Approaches to regional 
analysis: a Synthesis”, Annals of the Association 
of American Geographers (A. A. A. G.)  Vol. 54, 
No. 1, Mar., pp. 2-11. 
9 木内信蔵 1968.『地域概論－その理論と応用
－』東京大学出版会。 
10 水津一朗 1982.『地域の構造－行動空間の
表層と深層－』大明堂。 
11 矢島國男 1982.「地域博物館と郷土学」『教
職･社会教育主事･学芸員課程年報』明治大学、
pp.25 -31。  
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  境政策を考察する際に必要かつ可能である
が示唆されている。ここでは改めてそれを
「循環地域」と言うことにするが、その意
味は、自然、人間と経済と言う３つ主体、
それらが行われる再生産過程、物質、エネ
ルギーと情報という３つの循環要素および、
規模、速度、経路などの循環指標で測られ
るそれらの相互関係から構成される循環シ
ステムの一定の時間的、空間的、社会的な
広がりである。「地域」一般に対して、「循
環地域」に強調されているのは主として地
域の人間社会をさらに人間と経済に分類す
ることと、地域の共通性、異質性、関連性
をさらに循環性に統一することである。そ
れによって、地域を理解するための「広が
り」、「活動」と「要素」というキーワード
にはそれぞれ「循環地域」ならではの意味
が含まれる。	 
循環地域の「広がり」は、生態システム、
社会システム、経済システムより多重に現
れると同時に多次元なのである。例えば、
最大な循環地域は地球生態系、世界経済シ
ステム、人類全体から構成され、最小な循
環地域は庭院生態系、家計、家族からなる。
その中間に介しているのは、様々の国内的、
国際的な循環地域である。このような相対
性の故に。実際には行政的区分の広がりを
参照軸にして地域の広がりを考えるのが有
効なのであるが、地域の広がりが行政区分
の広がりを越える概念である。これらの認
識は言うまでもなく「地域」のファジー性
と因果するのであるが、地域の空間範囲を
判断して地域環境政策を考える際に必要不
可欠の判断材料となっている。次に、この
ように理解できる循環地域の空間範囲にお
いて広がっている「活動」は、循環社会論
では自然再生産、経済再生産と人間再生産
に分類されている。それらはまた非生物と
見なせる物質の地域循環活動を基礎に、生
物の生命活動、人間の生活活動と経済の生
産活動に具現化できる。「活動」の担い手と
する「循環地域」の構成要素は、定義で示
す主体的要素と素材的要素を基礎に多様に
具現化されている。一方、素材要素は主体
間の受給関係から経済・人間間の労働力と
消費財、人間・自然間の自然消費財と一般
廃棄物、自然・経済間の自然生産財と産業
廃棄物として具体化できる。他方、主体要
素は素材間の転換関係から生産者、消費者
と分解者などに見なすことができる。なお、
構成要素の多様性には、それらをさらに分
解してより下位の要素を得ることができる
という分解可能な性質と逆にそれらを組合
せてより上位の要素を得ることができると
いう組合可能な性質が含まれることである。
その中では、地域の生活活動を担う「地域
生活者」は地域の非行政性と同様に人間の
行政的区分、政治的区分を超えるので、主
導主体要素にされるべきと考える。	 
	 
２．地域生活者	 
	 
	 「生活者」については、一方、一般的に
生活している社会主体を一階層、一集団と
して把握するには生活者と言わずに消費者、
国民、住民、市民、極端に「人々」などと
多様にいう場合がある。他方、「生活者」を
いう場合にしても、「生活」の捉え方によっ
てその意味が違っている。例えばマーケテ
ィングの分野ではただ市場の消費者のこと
をいう「生活者」がある。生活者を使って
生活している人々のことを初めて語る名実
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  一体の「生活者」はその英訳もその日本語
読みのままで“SEIKASTUSHA”と呼ばれるほ
ど日本発の概念だと言われている。その理
論の集大成者は天野正子教授12であり、この
概念を吟味するには堀啓造教授の整理13が
参考になる。それらの理解は視野の広さに
よって極端に二別できる。狭義的な「生活
者」とは、市場経済システムにおける「真
に欲するものを最も安い価格で買うことで
最大の効用を得ることができる」14者のこと
である。広義的な「生活者」とは、市場経
済をこえて、生命再生産過程をも活動空間
にして、「生活の基本が『自己生産であるこ
とを自覚しているもの』であり、『時間と金
銭における必要と自由を設定し、つねに識
別し、あくまで必要を守りながら』、大衆消
費社会の『営利主義的戦略の対象としての、
消費者であることをみずから最低限にとど
めよう』とする人びとである」15。	 
循環社会論では、市場経済を超えて自然
をも含む広い視野で「生活」のことを人間
生産活動、あるいは消費活動、「生活者」の
ことを人間あるいは消費者と経済学的に呼
んでいる16。すなわち、循環地域に具現化さ
れる広義再生産過程においては、地域生活
者は具現化した人間として人間的に消費力
                                                   
12 天野正子 1996.『「生活者」とはだれか－自
律的市民像の系譜－』中公新書社。 
Masako Amano , 2011. “In Pursuit of the 
Seikatsusha: A Genealogy of the Autonomous 
Citizen in Japan (Japanese Society Series)” Trans 
Pacific Pr , (Translated by Leonie R. Stickland) . 
13 堀啓造「生活者ということば」『講義：消費
者行動 A（2006）』香川大学。 
http://www.ec.kagawa-u.ac.jp/~hori/yomimono
/seikatsusha.html（2012 年 1 月 31 日取得） 
14	 石川弘義、上村忠、穂苅亘 1994.『生活者
市場論』中央経済社、p.3。 
15 前掲天野正子 1996、p.129。 
16 前掲龍世祥 2002、pp.17-20, 36-53。 
を持っている人間として、自然的に生命力
を持っている人間として、経済的に労働力
を持っている人間として、それぞれ自然、
経済及び人間の生産過程から供給される消
費財を消費して存続していく主体である。
すなわち、このような三つの姿勢をしてい
る人間としては、地域生活者が地域のあら
ゆる主体要素の活動に介入していると同時
に、特にあらゆる人間組織に所属して具現
化した人間的主体要素に内在されている。
これは下記のとおり、生活者が自然価値、
経済価値と福祉価値などの多元な価値観17
をもち、地域を主導できる価値主体とみな
すべきことの一論拠となる。	 
地域の「広がり」の面からみると、地域
生活者は、地域消費者、地域住民などとも
呼ばれ、ある地域の空間を含む生活空間に
おいて生活している主体である。この意味
では、ある地域の生活者というのはその地
域空間にいること、自分の生活空間がその
地域空間とつながっていること、引いてそ
の地域空間が生活できる空間としてあるこ
とを自分の目的としているのである。つま
り、地域空間そのものが地域生活者にとっ
ては価値判断の対象となり、この空間のな
かにいけることは幸福がある。逆に言えば、
この空間には居られなくなることだけは不
幸がある。	 
地域の「活動」の面からみると、地域生
活者は地域の物質循環活動を生命サポート
基盤にして、生物者の一部として地域生態
系に生命活動を行なっている。生活活動は
                                                   
17 本稿の価値論に関する内容は下記の文
献を参照した。 
	 龍世祥 2007、「地域的共通価値と環境技
術移転」『環日本海研究』（元環日本海学会）
第 13 号。 
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  消費力の再生産であるが、生命力と労働力
と消費力を維持、強化しながら、幸せの追
求、欲望の充足を行うことである。それは
生活空間において行われる生活活動と生産
空間において生産活動をしながら行われる
生活活動に分けることができる。生命活動
との関わりによって生活者の食・住・行な
どの基本的ニーズが形成するが、この地域
自然環境にいたい生活者にとっては、人間
社会の活動による生活手段の供給（フロー）
が停止しても生きられること、あるいは金
銭での消費財（公共財と私有財）の交換が
できなくなってもこの生態系に定着してい
る生き方で生きられることが生命価値とな
る。生産活動に関わって、生活者は労働力
の持ち主だけではなく、生命力と消費力の
持ち主として地域経済の福祉価値と自然価
値を判断する訳である。	 
	 地域の「要素」のめんからみると、生活
者の生活手段は、地域自然空間から供給さ
れる自然的生活手段、地域人間空間から供
給される人間的生活手段と地域経済空間か
ら供給される経済的生活手段に分類できる。
地域生活者の本源的動力としてこれらの地
域生活手段の供給に対して欠乏感・不満感、
及びそれらに対する追求意識が質的に量的
に拡大していくことである。つまり、地域
生態系は空間、循環システム、生態系サー
ビスと生活資源という４つの次元で生活者
の生活基盤となっている。	 
	 
３．地域生活基盤	 
	 
地域は生活者の「居場所」であり、生活
者は地域の「地主」である。地域問題はま
ず地域生活者問題であるが、その本源とな
るのは生活基盤に関わる問題である。循環
地域と地域生活者を理解するためにはその
構造、つまり循環構造を展開して地域生活
基盤の位置付けを見なければならない。構
造一般の意味（要素、関係、機能）から、
地域の循環構造とは、地域要素間、あるい
はそれらの分解的分類によって得られた、
あるいはその統合的分類によって得られた
類的地域要素間のある機能（目的）をもつ
循環関係（メカニズム）のことである。特
に注目されたのは、その素材的要素とその
主体的要素及びそれぞれの関係である。前
者は、地域の素材的システムと、後者は地
域の主体的システムと言うことである。地
域の循環構造は基本的にこの２つのシステ
ムから構成されるものとして認識できる。	 
素材的システムの側面から見られる地域
の循環構造は、消費活動を中心とする人間
再生産過程、生産活動を中心とする経済再
生産過程、そして生命活動を中心とする再
生産過程、及びそれらの間に行われる素材
的循環の機能メカニズムである。主体的シ
ステムの側面から見られる地域の循環構造
は市場原理などの社会システムを媒介とす
る生活者、企業、行政といった様々の主体
から構成される情報的循環の機能メカニズ
ムである。そのポイントは意思決定のシス
テムである。なお、循環構造は医学用語で
言えば、人体のように①産業構造論の方法
で解剖医学的に、②産業連関論の方法で生
理医学的に定量的、定性的に、さらに③そ
れらの手法を受容しながらグラフ・ネット
ワーク理論的方法で経絡医学的に把握、展
開することができる18。それらの本研究への
応用として、地域循環構造の横断面の側面
                                                   
18 前掲龍世祥 2002、pp.75-82, 124-8。 
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  からみた多次元展開と時系列の側面から見
た他段階の変容について考察したことがあ
る19。	 
横断面的な考察については、地域循環構
造が地域空間の枠組において、地域的公共
性形成の本源であり、地域社会循環形成の
本源的原因でもある生態系を出発点にして、
生態系の広がり、生態系機能、生態系サー
ビスなどの軸で展開されるのである。その
第一義的展開として、まだ、人間的生態系
サービスと呼ぶことにできる、人間活動の
影響を受けた生態系の機能に由来する、循
環社会の諸主体、自然、経済にとって利益
となるすべての生態系サービスもあれば、
経済的生態系サービスと呼ぶことにできる、
経済活動の影響を受けた生態系の機能に由
来する、循環社会の諸主体、とりわけ人間、
自然にとって利益となるすべての生態系も
ある。	 
これらの意味でとらえた主体間と主体内
のより広義的な生態系サービスの受給関係
を経済学の表現でいう、生産的サービス、
消費的サービスと分解的サービスに分類す
れば、循環社会における生態系サービスの
多重的意味と循環社会のフラクタル構造が
現れる。この構造においては、自然生態系
の「生産・消費・分解」・「基盤」という形
態で現れるサービス提供の相互関係が①循
環社会の経済・人間・自然の間に、②経済
と人間の内部に、③「生産」、「消費」、「分
解」の過程の内部においても同形態で現れ
ている。なお、このような循環的フラクタ
ル構造は生態系サービスの空間性から観て
次元の違い循環地域においても、同様に現
れる。この構造のバランス関係は地域共生
                                                   
19 前掲龍世祥 2010、2011。 
の度合いを判断できる基準にもなる。時系
列的考察については、前述した地域循環構
造の形成と変容は歴史的に「分業」をキー
ワードに、「原始的調和型循環社会」、「伝統
的調和型循環社会」と「伝統的非調和型循
環社会」、「現代的非調和型循環社会」と未
来型調和型循環社会に分けて展開されてい
る20。	 
こうした考察から認識できたのは、地域
生活基盤は地域生態系から展開された地域
循環構造で機能し地域生活者に対してサー
ビスを供給している。地域生活者という価
値主体が判断される地域的共通価値は本源
的に地域生活基盤を価値対象にして前節で
論じた三つの姿勢から評価されて成立する
ものである。それは人生活資源を公平に利
用することを強調する「平和・幸福」とい
う福祉価値、経済資源を効率よく利用する
ことを強調する「効率・持続」という経済
価値と自然との多様性と共生を維持しなが
ら自然資源を利用することを強調する「調
和・存続」という自然価値から構成される
三次元価値空間となっている。この考察か
ら確認されているのは、循環社会の視点で、
複合な地域問題は分解者の弱体化による
「自己中毒」と言える現象のように、地域
生活者にとって「地域生活基盤」の弱体化
の問題に帰着できる。なお、この考察から
展望できるのは、未来的循環型社会を構築
するには、地域生活者が主役とならなけれ
ばならない。地域環境政策に関連して言え
ば、まず、従来の政策論に曖昧にされる
「人々の」ではなく、政策目標の主体を地
域生活者にして、前述したその多元的価値
観から評価される、「地域生活者の」望まし
                                                   
20 前掲龍世祥 2002、pp.73-4、同 2011。 
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  い地域環境指標を政策目標に明確に設定す
ることが求められる。次に地域生活者は既
存の意思決定段階の政策主体の一員となる
ことである。さらに、従来の市場主導の経
済手段、政府主導の行政手段及び政府と市
場が協働する準市場手段などがともに機能
しない地域環境問題を対象に、地域生活者
が主導できる多主体協働の新たな地域政策
機構を構築することが革新的、緊迫なの課
題となる。この場合では環境政策の実施段
階においてもただの監督者、あるいは協力
者ではなく実質な実施主体となることが期
待される。利害調整のめんから見ると、そ
の新たな体制は地域生活基盤とする地域自
然をも代表できる地域生活者が利益主体の
一者となる。ここではそれを「地域生態補
償」と呼ぶことにする。	 
	 
４．国内的「地域生態補償」の形成－農業
分野を中心に－	 
	 
まず「地域生態補償」は、一般的に地域
生態系サービス（或いは生態環境）を回復、
保護、持続的に利用することを目的に行政
区域の違い当事者間の利益関係を調整する
環境政策の経済的手段」として多くの国に
導入され、国際的に注目されてきたが、政
策目的などの違いによって、環境（生態）
サービスへの支払い、生態サービス補償、
生態便益への支払い、環境サービス報償な
どと多様に呼ばれている場合もあるほど、
多様に理解されている概念である21。	 
国内レベルの地域生態補償は一般に1990
年代後半以降、上記の意味で農業、流域、
生物多様性、鉱山などの多分野において行
                                                   
21 前掲龍世祥 2009、pp.132-4。 
われてきたと考えられる。その展開過程に
おいては、農業・農政における環境直接支
払制度の実施が他分野より早くスタートさ
れ、生態補償の具体的な導入実例として代
表的、典型的なのである。米国では、その
歴史は長く、農業保全計画（1936）に遡っ
て、農地保全保留計画（1985）、環境改善奨
励計画（1996）、農業法に導入された保全セ
キュリティ計画（2002）などの実施プロセ
スから把握できる。EUでは、農産物の生産
抑制、低投入かつ持続的な農業の推進を図
るため、環境直接支払制度は1985年より導
入され、2000年からは、共通農業政策・農
村開発政策の一環として実施されている農
村開発施策に組み入れられている22。欧米に
やや遅れて、韓国23は、1997年に環境農業の
実践者育成による環境保全を目的に環境農
業育成法を初めて導入したが、それに伴い、
1999年に農薬の多用や家畜糞尿処理施設の
未整備等による土壌や水質の汚染への対処、
食の安全に対する消費者ニーズの高まり、
WTO協定履行により発生する農林業生産者
の損害の所得支援等を目的にして加え、親
環境農業直接支払制度を導入した。2001年
に環境農業育成法を親環境農業育成法に改
称、改正した。なお、水田農業直接支払制
                                                   
22	 農林水産省「主要国における農業環境政策
の概要」食料・農業・農村政策審議会企画部
会地球環境小委員会（第 3 回）、2007 年 12 月
19 日。	 
http://www.maff.go.jp/j/council/seisaku/kikaku
/kankyo/03/pdf/data1.pdf	 (2012 年 1 月 31 日取
得）	 
23	 同上文献。	 
北出俊昭 2008.「韓国における直接支払制度」
『主要国の農業情報調査分析報告書』農林
水産省。	 
http://www.maff.go.jp/j/kokusai/kokusei/kaigai
_nogyo/k_syokuryo/h18/pdf/h18_asia_01.pdf	 
(2012 年 1 月 31 日取得）	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  度（2001）、「親環境畜産直接支払制度」
(2004)と「景観保全直接支払制度」（2005）
がモデル事業として導入された。日本では、
新農業基本法24を受けて、2000年から実施さ
れた中山間地域直接支払制度が農地の多方
面機能の発揮も目的の一つとしている。農
業への環境支払制度の導入は、2001年から
の兵庫県市島町が第１号であり、滋賀県、
兵庫県が続き、地方から先行したのである25。
中国においては、国家主導型の生態補償と
理解すべき農業直接支払制度の導入は、「退
耕還林」、「退耕還草」などのプロジェクト
の実施をめぐる法規、制度整備から考察で
きる。洪水氾濫などの生態環境破壊の深刻
化を背景に、1998年の第１回改正「中華人
民共和国土地管理法」26で生態補償制度の整
備が生態環境保護の主策として初めて明文
化された。1999年にテスト地域のモデル事
業27が示され、実施され、2002年「退耕還林
条例」の施行によって8年間の実行期限で制
度化され、さらに「転換期」28を向かえて、
                                                   
24「食料・農業・農村基本法」（平成 11 年法律
第 106 号、最終改正：平成 20 年法律第 38 号）。	 
http://www.maff.go.jp/j/kanbo/kihyo02/newbla
w/newkihon.html（2012 年 1 月 31 日取得）	 
25	 岸康彦 2008.「地方における環境支払いの試
みとその到達点─福岡県「県民と育む『農の
恵み』モデル事業の３年間─」『農業研究』日
本農業研究所、第 21 号、pp.95-131。	 
http://www.nohken.or.jp/21kishi.pdf（2012 年
1 月 31 日取得）	 
26 
http://www.gov.cn/flfg/2005-06/22/content_8505.
htm	 (2012 年 1 月 31 日取得）	 
27	 甘粛省発展改革委員会「甘粛省退耕還林試
点示範工作総結報告」(2002 年 2 月 9 日)。	 
http://www.gspc.gov.cn/kaifa/ShowArticle.asp
?ArticleID=1490（2012 年 1 月 31 日取得）	 
28	 譚偉 2007.「『退耕還林』見直し、一時停止
に」『北京週報（日本語版）』11 月 1 日付。	 
http://japanese.beijingreview.com.cn/yzds/txt/2
007-11/01/content_84138.htm (2012 年 1 月 31 日
2007年には、政府が本制度の実施期間を
2008年より8年間延長することを決定した29。
林業、牧業などを含んで農業分野において
進められている国内レベルの生態補償に適
応されている補償方式は主として中央政府
主導の「直接公共補償」のパターンである。
つまり、政府が生態サービスの受益者の代
表者として直接に生態サービスの提供者に
補償を行う。そのほかには、また「キャッ
プ・アンド・トレードスキーム」のパター
ン（或いは、排出権取引制度）、「直接交渉
補償」のパターン、エコ認定プログラムの
パターンがある30。	 
これらの国内レベルの地域生態補償方式
に共通に示されるメカニズム31は日本の農
業「環境直接支払制度」を例にして次のよ
うに要約できる。まず、生態系サービスは、
直接支払の対象として認定された農業事業
者、村落・農業従業者が提供された非経済
的価値の多面的機能32であり、主に、①持続
的食料供給が国民に与える将来に対する安
                                                                       
取得） 
29 『国務院関於完善退耕還林政策的通知』
(2007 年 9 月 11 日)。 
http://www.gov.cn/zwgk/2007-08/14/content_7
16617.htm	 (2012 年 1 月 31 日取得） 
30	 中国生態補償機制与政策研究課題組 2007.
『中国生態補償機制与政策研究』科学出版社、
pp. 4,234。	 
31 その一般意味の解釈については前掲龍世祥
2009、pp.134-6 を参照。 
32	 日本学術会議『地球環境･人間生活にかかわ
る農業及び森林の多面的な機能の評価につい
て（答申）』（2001 年 11	 月）。	 
http://www.scj.go.jp/ja/info/kohyo/pdf/shimon-
18-1.pdf	 (2012 年 1 月 31 日取得）	 
	 日本学術会議『地球環境・人間生活にかか
わる水産業及び漁村の多面的な機能の内容及
び評価について（答	 申）』（2004 年 8 月）。	 
http://www.jfa.maff.go.jp/tamenteki/inquiry/pd
f/toushinhonbun.pdf（2012 年 1 月 31 日取得）	 
30 Journal for Interdisciplinary Research on Community Life  Vol.3 (2012)
  心、②農業的土地利用が物質循環系を補完
することによる環境への貢献、③生産・生
活空間の一体性と地域社会の形成・維持が
掲げられている。次に、直接支払制度の場
合の生態系サービスの提供者は、個別協定
による認定農業事業者、集落協定による認
定村落・農業従業者からなるのである。生
態系サービスの受益者はそれぞれ、多面的
機能を有する地域的固有価値を享受する者、
広域的共通価値を享受する者、全域的普遍
価値享受する者などから多次元に構成され
ると考えられる。それゆえに、生態サービ
スに対する生態補償、すなわち支払交付金
は、国・都道府県・市町村からの三者出資
を財源としているわけである。また、ポイ
ント３については、三者出資の財源体制に
照応して、国・審査機関、道都府県・審査
機関、市町村・個別協定・集落協定、およ
び機能定量評価、資金管理に関する機構が
直接支払制度のガバナンス・仲介機構の主
体として取り上げられる。	 
	 
５．「地域生態補償」の国際的拡張	 
	 
21 世紀に入ってから、国際生態サービス
支払（IPES）、国際生態サービス補償(ICES)、
国際生態補償（IEC）などと呼ばれる国際環
境政策の整備を巡る国際的取組みの進展に
おいては、上記の国内レベルの環境問題を
対象とする概念を国際レベルの環境問題に
適応しようとする動きが現れた。その背景
としては、①経済の市場化と市場経済の国
際化に伴う環境問題や、格差問題などの地
球規模の深刻化、環境問題と貧困問題の悪
循環の加速化などに対し、国際的脱却策へ
の探索が現実的な誘因となっている。さら
に、政策理念のレベルで検討すれば、次の
ような根底的な要因があると強調したい。
すなわち、②生態系と環境問題の空間的な
広がりによる国際環境財の形成、国内レベ
ルの生態補償実践経験の蓄積による国際的
拡張の必要性、③地球環境問題、特にオゾ
ン層破壊と地球温暖化をめぐる利益調整重
視のメカニズムの導入による国際的取組み
の進展、及び④「政府の失敗」、「市場の失
敗」、さらに「市場原理の政府介入」の限界
を乗り越えて、平等性、持続性と効率性を
同時に重視する環境政策策定が時代的に要
請されていることである。とくに、⑤国連
環境計画（UNEP）や国際自然保護連合（IUCN）
や、生物多様性に関する条約（CBD）などの
国際組織の積極的な関連事業の推進による
経験の蓄積と課題の検出が直接的な動因と
して取り上げられると考えている。	 
2006 年 9 月 12-13 日に、国連環境計画経
済貿易局（UNEP-ETB）と IUCN の共催で「国
際生態系サービス支払いに関する技術的論
議」がスイス・ジュネーブで開催された。
この会議では、CBD などの関連国際機関、
30 数カ国の NGO、学界と民間部門から出席
した専門家が地球環境政策の目標を実現す
るために生物多様性、国際河川流域、温室
効果物質排出などの諸分野に関して、IPES
制度の整備、とくに革新的な財政メカニズ
ムの創設についての研究を進める必要性が
認められた。2006 年 10 月から、UNEP と IUCN
は CBD 事務局と連携して、生態系サービス
支払い（PES）を国際レベル（IPES）へアッ
プスケールすることに取り組みをはじめた。
この UNEP-IUCN 作業プログラムは、専門家
と政策担当者より共同組織化された会議を
通して、IPES について政策策定、制度整備、
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  技術デザインなどの内容から構成され、ガ
イドライン的な出版を目的として進められ
てきたのである。その中間成果として、2008
年 1月 28－29 日に 2006 年 9月の IPES ワー
クショップに続いて、UNEP、IUCN と CBD の
共催で IPES	 Publication	 Review	 Meeting
がジュネーブで開催された。この会議の主
要な目的は、著者、パートナーと重要な専
門家がともに、IPES 出版物の最初の草案に
対して討議、クロスレビューを行い、出版
を目指すものであった33。	 
この背景に取り組まれていた「国際的地
域生態補償」は「生態系サービス価値、生
態保護費用、開発機会費用等の評価に基づ
いて、地球環境問題の対応に関連して、国
境を越える利害者間の利益関係を協力原理、
協議原理、市場などの政策手段を通じて調
整する国際的公共制度」というように定義
できる34。このような国際的取り組みに抱え
られる課題はPESからIPESへのアップスケ
ーリングであるが、その内容は、国内的な
「生態補償」の概念に対して、主に生態系
とそのサービスを空間的に広げるものであ
り、①生態系サービスの国際生態系への拡
張、②生態系サービスの提供者である利益
主体の越境提供者への拡張、③生態系サー
ビスの受益者である利益主体の越境受益者
                                                   
33 UNEP “International Payments for Ecosystems 
(IPES) Publication Review Meeting” 
http://www.unep.ch/etb/events/2008ReviewMt
gIPES2829Jan.php（2012 年 1 月 31 日取得） 
IUCN “Developing International Payments for 
Ecosystem Services” 
http://www.iucn.org/about/work/programmes/e
conomics/econ_ourwork/econ_currentprojects/?3
10/Developing-International-Payments-for-Ecosy
stem-Services （2012 年 1 月 31 日取得）	 
34 前掲龍世祥 2009、pp.136-8。 
への拡張、④ガバナンス機関、仲介機関、
調達機関、支払機関から構成される政策管
理機構の国際合意・国際ガバナンス機構へ
の拡張という４つの側面から国際化される
のである。ここでこの 4 つの拡張に関して
強調したいのは、国際的地域生態補償のメ
カニズムが国内的地域生態補償とは区別さ
れていて、次の特徴を持っている。	 
第１に、環境管理機構の国際化に関して
は、いわゆる「政府の不在」という問題が
ある。一方、国際環境問題は国内環境問題
に比べて政治的性格が強い。他方、国内問
題に対して強いガバナンス力を持つ国家政
府、地方政府はあるが、国際問題に対して
国際的政府が存在しない。調整主体として
は、政府の代わりに多様な NGO が国際的利
益主体間の利益関係を調整している。その
調整手段としては主に会員（政府代表）の
会合による合意に基づく条約と協定などで
ある。	 つまり、国際政治の影響に対してガ
バナンス力の強い国際環境管理機構を設置
して機能させるか否かがまず問われる。	 
第２に、生態系サービスの受給関係の国
際化に関しては、環境サービスの提供者（あ
るいは被害者）と受益者（あるいは加害者）
の混在という問題が存在する。外部性を内
部化する理論には外部性を提供する主体と
外部性を享受する主体がはっきり分けられ
ることを前提としている。国際的外部性の
場合はその提供主体と享受主体が一体化し
ていることが多い。	 
第３に、第２に関連して利益関係に関し
ては、利益の受給関係だけではなく、提供
者間の利益関係、あるいは被害者間の利益
関係が重要視すべき対象となる。つまり、
この場合、環境サービスを公共財としてみ
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  なすべき概念となる。公共サービスへのア
クセスの格差構造を定量的に分析するうえ
で利益主体間の利益関係を明確にする必要
がある。	 
第４に、第３に関連して、責任と利益の
格差構造を把握する際には、時間軸が不可
欠である。生態補償の問題は歴史的な概念
でもある。特に国際的生態環境問題は、原
因発生の時点と結果形成の時点までの変化
過程は多くの場合、中長期的なのである。
特に、原状回復まではさらに長期的、ある
いは無期限に時間がかかる場合は多い。つ
まり、時間軸で計った世代間の生態補償問
題を無視する国際的生態補償は不完全なシ
ステムとなる。	 
第５に、サービス(あるいは損失費用)を
把握する際には、リスク意識を優先させ、
過大評価が必要である。問題と対策につい
ての情報不足と不確実性が伴うと同時に、
問題発展には重大な不可逆的な損失が起こ
るというリスクもある。不確実性の認識よ
り、リスク意識が生態補償議論の優先的材
料となる。	 
	 
６．地域生態補償の基本原理	 
	 
国内レベルの取り組みと国際レベルの取
り組みに示される生態補償の一般的な意味
は、広義的に地域生態系、およびそれにか
かわる地域環境問題をめぐる地域主体間の
補償問題のことであると理解してもよい。	 
生態系の自然側面からみた生態補償は、
生態系に内在する「自己組織最適化」の法
則の現れでもあり、自然の持つ自らの生態
補償原理によるものでもある生態感応
（Eco-effect）を通して生物主体の間、生
物主体と非生物環境の間に行われる補償を
意味する概念となる。このレベルの生態補
償の仕組みは生物主体的要素を分類する仕
方によって多様に整理できる35が、循環社会
に同型となる生産者・消費者・分解者、お
よびその非生物環境との相互依存関係から
図（Ａ）のように表わせる。この次元にお
いては、働いている生態補償原理は「多様
性＝共生」原則である。生態系の人間社会
側面から見た生態補償は、自然の法則の人
間生産過程に内在する「欲望拡大」の法則
と経済生産過程に内在する「生産力拡大」
の法則との相互作用の現われでもあり、自
然・人間社会間にもたれる生態補償原理に
よ る も の で も あ る 生 態 サ ー ビ ス
(Eco-service)と生態便益	 (Eco-benefit)、
つまり自然価値をめぐって行われた補償を
意味する概念となる。このレベルの生態補
償の仕組みは図（Ｂ）のようにイメージ的
に表わされるが、下記の意味を示唆してい
る。	 
生態感応は一方では、生態サービスと生
態便益、つまり人間社会の目線からみた自
然価値の源泉でもあり、生態補償の基本的
根拠でもある。生態サービスは人間社会の
目線から見られた自然生態系に内在してい
る恩恵と効用である。言い換えれば、それ
は、生態感応を源泉とする自然生態系の使
用価値の側面である。なお、これは人間社
会の自然に対する生態補償の活動の具体性、
つまり、使用価値の補填を定義する根拠と
なるのである。それに対して、生態便益は
人間社会の目線から見られた生態サービス
に内在している自然生態系の価値の側面で
ある。また、それは人間の自然に対する生
                                                   
35	 前掲龍世祥 2002、p.25。	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  態補償の活動の抽象性、つまり価値補填を
定義する根拠となるのである。	 
人間社会と生態系の関係を表わす図（Ｂ）
の次元においては、生態補償原理としては、
「多様性・共生」の原則に基づきながら、
生態系の「閾値」と経済生産と消費生活の
「限界」を強調する「持続性」原則が主と
して働いている。	 
このようにした生態系と人間社会の二重
的生態補償は人間生産過程と経済生産過程
に展開してみると、図（Ｃ）に示される通
り、次のことがわかる。まず、循環社会全
体は生態系と同型となっている。つまり、
循環要素のストックと循環空間を基盤とす
る自然（生態系）、経済、人間の３者はそ
れぞれ分解者、生産者、消費者と見なし、
またそれぞれ分解的生態系、生産的生産系、
消費的生活系と呼ぶことができる。次に、
生産系の経済過程も自然（生態系）と、そ
して循環社会全体と同型となり、自然資本
と人工資本（生産要素）の蓄積と循環空間
を生産基盤とし、それぞれ、生産的生産と
呼べる生産手段生産部門とその生産活動、
消費的生産と呼べる消費資料生産部門とそ
の生産活動、分解的生産と呼べる環境産業
生産部門の生産活動などから構成される。
生活系の人間過程も経済過程と同様に自然
消費財と人工消費財の蓄積と循環空間を生
活基盤とする、生産的消費、消費的消費、
分解的消費から構成される。なお、このよ
うな同型的構造がこれらの次の次元の生産
過程、消費過程、分解過程にも存在すると
いう仮説を提示できる。	 
このようにした人間生活系と経済生産系
図	 循環社会における生態補償原理	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  の図（Ｃ）においては、対生態系の生態補
償、両者の相互間の生態補償、及びそれぞ
れ内部の生態補償が行われるが、生態補償
原理として働いているのは主として、生態
系の「閾値」と経済生産と消費生活の「限
界」を強調する「持続性」原則に基づく「循
環性」原則である。	 
図（Ｃ）のレベルに現れる生態補償は主
に人間・経済の活動セクターを主体にして
考察される生態サービス補償、つまり自然
価値の部門間の素材補填である。それに対
して、図（Ｄ）のレベルに現れる生態補償
はその過程に内在している活動者を主体に
して考察できる生態便益補償、つまり、人
間社会における利益主体間の自然価値の価
値補填である。この利益主体の分類は、基
本的に生態便益の経済性格、つまり便益の
受給関係を基準に行われるが、さらにここ
で強調しなくてはならないのは生態便益の
公共性、つまり公共便益へのアクセスの格
差を基準として行われる必要があることで
ある。なお、利益主体の時間的広がり、空
間的広がり、社会的広がりの側面からみら
れた生態系的位置づけによって分類するこ
とが可能であり、かつ必要である。図（Ｄ）
のレベルにおいては、生態補償が社会的な
概念でありながら、経済的な概念となり、
利益主体の福祉レベル、経済レベルに配慮
して生態便益の責任と格差を強調する「公
平性」原則が「循環性」原則に基づきなが
ら、生態補償原理として働いている。	 
生態補償の最も現実的な意味は図（Ｅ）
に示されるように、利益主体間において便
益補償関係を市場経済にリンクして行われ
る資金補償、いわゆる生態補償に伴う資金
の流れである。このレベルの生態補償は上
記の原則に基づくものになるべきでありな
がら、経済的性格を強く持っている。つま
り、特に公平性に基づきながら、「効率性」
が基本的な原則とされ、追求される。その
制度に機能されるメカニズムは市場、準市
場、或いは非市場などのものに分類できる。	 
このようにして理解した生態補償原理一
般は生態系における生物間と生物・生態環
境間の補償関係を根源にして展開してくる
のであるが、一般論として、国内的生態系
に適応されたら、国内生態補償原理となり、
国際的生態系に適応されたら、国際生態補
償原理になる。	 
国内的生態系とは、国、或いは国内的地
域に囲まれる広がりを持つ生態系のことで
ある。それに対して、国際的生態系とは、
国際的地域、或いは人類社会を囲む広がり
を持つ生態系のことである。換言すれば、
国内的生態系の広がりを囲む最小の人間社
会地域の空間が国内的なのであり、国際的
生態系の広がりに囲われる最大の人間社会
地域の空間は国際的なのである。勿論、こ
こでいう生態系の広がりは時間的にも空間
的にも社会的にも生態感応、生態サービス
と生態便益の影響が及ぶ範囲を含むが、特
に生態補償を論ずる場合では、それがかか
わる利益主体の活動空間から把握される必
要がある。関わる基本的な論点としては国
際生態系、国際生態系サービス、国際環境
問題（地球環境問題）、国際生態補償の利益
関係などがある。	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  ７．国際協調における地域生態補償原理の
基本パターン	 
	 
地球環境問題への国際的取り組みは、国
内環境問題への取り組みと異なり、環境政
策の主体となる政府の代わりとして規制力
を持つ国際機関がなく、国連などの国際非
政府組織を中心として国際的合意・国際条
約(地域協定)に基づく集団的意志決定の枠
組みのもとで行われるのである。ところが、
「非政府」と言いながら、その構成員が政
府同然であるので、国際非政府組織の実行
力は国民国家の協力の度合いに依存してい
る。国民国家間には東西対立を別にして、
南北対立が機能している。つまり、途上国
と先進国の対立構造を超えられる「共通だ
が差異ある原則」という前述の国際生態補
償の基本原理がいかに導入されているかは
国際協調と国際取組を観察する主視点とな
る。この場合、国際生態補償の基本原理は
主に４つのパターンに展開され、生態系の
空間的広がりで４分類した地球環境問題の
取り組みに適応されていると考えられる。
これらの４パターンの国際生態補償メカニ
ズムに関しては、①国際環境公共財と看做
す国際生態サービス、その②越境的提供主
体と③越境的受益主体、およびそれらをガ
バナンスする④国際条約・国際機構などか
ら考察すべきと考えている。	 
国際生態補償原理のパターン１は、オゾ
ン層破壊と地球温暖化のような地球生態系
全体に影響を及ぼす環境問題に適応するそ
の一般型の「共通・差異原理」である。ま
ず、オゾン層保護に関するウィーン条約、
及びモントリオール議定書では、「共通・差
異原理」が「オゾン層破壊物質の全廃」の
共通責任の原則と「開発途上国の特別な事
情」の配慮に基づく「オゾン層破壊物質規
制スケジュール」の差異ある責任の原則に
具現化されている。次に、地球温暖化に関
する気候変動枠組条約はそもそも「共通だ
が差異ある原則」の親条約であるが、取り
組みの画期的な進展として、1997 年 12 月
に開催される第 3 回気候変動枠組条約締約
国会議（COP3）で採択された「京都議定書」
は「共通だが差異ある原則」を数値目標化、
メカニズム化した。なお、2009 年 12 月に
開催された第 15 回気候変動枠組条約締約
国会議（COP15）では、二酸化炭素排出量削
減の数値目標の設定や、京都メカニズムの
取り扱いなどを巡る途上国と先進国の対立
は激しくなり、「共通だが差異ある原則」の
制度化という意味では、21 世紀に入ってか
ら後退の傾向が見えたものの、ポスト京都
議定書に向けて、「コベンハーゲン政治的合
意」が採択されたことによって交渉の決裂
を食い止めた。この「政治的合意」の成立
により、「共通・差異原理」の不可欠と京都
メカニズムの実効性が再度確認されたと考
えている。特に、この会議では、温室効果
ガスの削減をめぐり、各国に 2010 年までの
国別削減目標を課す議定書の採択をすでに
断念しているが、気温上昇を産業革命前と
比べ、セ氏２度以内に抑制することを各国
の共通目標として再確認した。これまでの
先進国の温室効果ガスの絶対排出総量削減
率に対して、中国、インドなどは二酸化炭
素の対 GDP 単位当たりの相対排出量削減率
で、ブラジルや南アフリカなどが対 BAU（対
策をとらないままの場合）の二酸化炭素の
排出量削減率で自主努力の目標をそれぞれ
表明した。これは京都議定書より、共通責
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  任と差異責任を削減目標化する意味で質的
な進展となると理解している。さらに、世
界の二酸化炭素増加に対して、排出総量の
側面には、フロー的格差とストック的な格
差が存在する一方、中国などの途上国は
GDP 当たり排出水準の高さで、アメリカな
どの先進国は１人当たり排出量の多さで
寄与してきている。ゆえに、この会議の国
際協調は途上国の GDP 単位当たりの相対排
出量削減率に対して、先進国が一人当たり
の相対排出量削減率で責任目標を設定する
ようになるという将来性36を導いた、地域生
態補償原理が機能していたアプローチであ
ると考えられる。	 
	 国際生態補償原理のパターン２は、酸性
雨、黄砂、海洋汚染などの広域環境問題に
適応される「共通・PPP 原理」である。こ
れらの広域的国際環境問題にはその問題が
数カ国に及ぼす広域的自然生態系、あるい
は物質循環空間に広がっているという共通
性がある。なお、問題の空間的範囲が広さ
の大小により、問題解決の難易度が違って
くる。その問題対応のための条約と協定は
世界レベルと地域レベルに分けられるが、
内容的にはそれぞれ、①大気循環に関わる
酸性雨のための欧州「長距離越境大気汚染
条約」（1983 年）、米・加間「越境大気汚染
に関する合意覚書」（1980 年）、「東アジア
酸 性 雨 モ ニ タ リ ン グ ネ ッ ト ワ ー ク 」
（EANET,1993 年）、及び砂漠化・砂塵暴・
黄砂のための「砂漠化対処条約」（1994 年）、
「砂漠化防止行動計画」（1977 年）、②海域
生態系に関わる海洋汚染のための「海洋法
に関する国際連合条約」（1982 年）、「北西
                                                   
36 龍世祥 2008.「温暖化対策と北東アジアの共
通価値」『北陸中日新聞』6 月 23 日付。 
太平洋地域海行動計画」（1994 年）、山地生
態系に関わる山脈保護のための「アルプス
条約」（1991 年）「カルパチア条約」(2006
年)、極地生態系に関わる南極保護のための
「南極条約」（1959 年）「南極条約議定書」
（1991）などがある。なお、このような地
域間協力の典型的例は酸性雨であるが、東
アジア地域においては、日本が提唱し、第
３回東アジア酸性雨モニタリングネットワ
ークに関する専門家会合（1995 年 11 月、
新潟）により採択された「東アジア酸性雨
モニタリングネットワーク」（EANET）の構
想は、東アジア地域を中心に酸性雨の国際
協力、モニタリング、調査研究を進め、酸
性雨による環境影響を防止するために設立
されたネットワークであり、東アジアにお
ける酸性雨への共通理解を形成し、情報交
換による各国間の協力を推進することを目
的としている。その解決のプロセスには、
加害者と被害者の責任関係を明確にするよ
りは、むしろ因果関係を明らかにするため
の体制整備、事業実施などを共通責任で協
力して進めていくパターンが典型的である。
その上で、能力配慮をしながら、責任重視
の汚染者負担原則（PPP 原則）を併用して
導入するのである。	 
国際生態補償原理のパターン３は主に有
害廃棄物の越境移動、国際河川と流域汚染、
渡り鳥生息地減少に分類できる地帯的国際
環境問題に適応される「差異・PPP 原理」
である。まず、有害廃棄物の越境移動問題
への取り組みはイタリアの化学工場爆発事
故（1976 年）により生じた汚染土壌の国外
搬出事件（1982 年）を契機として対応のた
めの議論が行われ、その結果、1989 年 3 月
に UNEP において、「有害廃棄物の国境移動
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  及びその処分の規制に関するバーゼル条約」
が採択された。1999 年 12 月の第５回バー
ゼル条約締約国会議において、バーゼル条
約責任・補償議定書が採択された。一方、
北東アジアでは旧来型の有害廃棄物の越境
移動に、資源廃棄物の国際循環と直接投資
に伴って新しい廃棄物越境問題が発生し、
その国際対応体制の整備は求められている。
河川の水質汚濁に関しては、ライン川汚染
を機に比較的に早いうちから国際協議が世
界各地で行われ、欧州を中心に国際条約が
出来てきた。北東アジア地域では，アムー
ル川、メコン川を巡る国際協力の議論など
が行われているが、協力体制の整備が欧州
に比べて遅れている。「渡り鳥保護条約」は
渡り鳥や絶滅のおそれがある鳥類とその生
息環境を保護するため、結んでいる 2 国間
での条約または協定のことを示すのである
が、北東アジアの域内外の二国間で結ばれ
ている。他の地球環境問題に比べて、この
レベルの環境問題は、二カ国か数カ国の狭
い範囲で越境して移動する環境問題として、
その因果関係、責任関係が把握しやすい特
徴を持っている。ところが、その取り組み
では、開発権と環境権の問題に絡んで補償
体制の整備が課題となっている。その補償
体制の基礎となる関連主体の利益関係は国
際河川汚染を例にして示される。つまり、
国際合意で決められる川の環境基準を共通
価値線にして川上地域の汚染削減（機会）
費用と川下地域の削減便益の間に補償が行
われるべきである。	 
パターン４は、世界遺産、生物多様性、
森林、湿地などの局地生態系に広がる点型
地球環境問題に適応している「共通・協力
原理」である。	 
ここに分類される環境問題は基本的に一
国内で発生する問題であるという共通点を
持っているが、問題解決に向けた取り組み
に国際的な協力が下記の観点から、地球環
境問題として扱われるべきと考えられる。
まず第１は問題対象が主権的には一国内に
あり、国的固有価値を持っているが、地域
的共通価値、さらに人類の普遍価値を大い
に有する。第２は、国内環境問題であるが、
国際的な問題に拡大する可能性を持ってい
る。第３は、途上国の国内環境問題である
が、先進国が経験した問題でもある。	 
	 
おわりに	 
	 
本稿は、「循環地域」、「地域生活者」、
「地域生活基盤」をキーワードに「地域生
態補償」の必要性、概念形成とそのメカニ
ズムを整理して、生活者の視点で見る地域
環境問題と地域づくりに関わって取り扱う
べき主な論点を概観的に纏めた。結論とし
ては、本論文の問題意識にした地域環境政
策の難題である持続性・公平性・効率性の
整合と貧困・環境の地域悪循環からの脱却
に対して地域生態補償理論が一つの制度デ
ザインレベルの方法論を提供することが可
能である。勿論、この可能性を現実化する
には、その一般的な理論的展開とそれに整
合できる具体的な地域、例えば富山地域や
東アジア地域への政策論的応用の歴史的基
盤に基づいた実証的展開などの作業は今後
の研究課題となっている。その上で、第１
は、理論研究の課題として、これまでの経
済理論、環境経済理論に含まれる諸補償原
理を検出して、生態補償原理がこれらの補
償原理をどこまで包容できるかを検討する
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  ことと、持続性と公平性と効率性を重視し
た地域生態補償の理論を充実させることで
ある。第２は、実証研究の課題として、提
供者と受益者の地域内外に混在している場
合を配慮して地域生態補償の根拠となる利
益関係を社会調査に基づいて解明し、時間
軸で分類する世代間、空間軸で分類する地
域間、社会軸で分類する階層間の利益格差
を分析することと補償基準、特に環境評価
に関する手法の研究を深めることである。
第３は、体制研究の課題として、一方、地
域政府の不在の大前提で非市場補償、市場
補償、準市場補償、政府間共同プロジェク
トなど補償方式と共通価値実現のメカニズ
ムに関する探求と、他方、地域生活者の政
府環境政策策定の意思決定への参加という
従来タイプの課題はもとより、さらに地域
生活者主導の地域環境政策機構の構築の可
能性に関する模索は新規的な課題となって
いる。	 
（受理 2012 年 3 月 11 日）	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